様式第２号（第２条関係）
障がい者雇用状況計算書
年　　月　　日現在

	区　　　分
	合　計
	県　内　事　業　所　別　の　内　訳

	①　事業所の名称
	
	
	

	②　事業の内容
	
	
	

	③　常用雇用労働者の数
	人
	人
	人

	④　除外率
	
	％
	％

	⑤　算定基礎となる労働者数

【③×(１－④)、端数切捨て】
	人
	人
	人

	⑥　身体障害者、知的障害者又は精神障害者である常用労働者の数

	
	(1)　重度身体障害者
	人
	人
	人

	
	(2)　重度身体障害者以外の身体障害者
	人
	人
	人

	
	(3)　身体障害者

【(1)×２＋(2)】
	人
	人
	人

	
	(4)　重度知的障害者
	人
	人
	人

	
	(5)　重度知的障害者以外の知的障害者
	人
	人
	人

	
	(6)　知的障害者

【(4)×２＋(5)】
	人
	人
	人

	
	(7)　精神障害者
	人
	人
	人

	⑦　重度身体障害者である短時間労働者の数
	人
	人
	人

	⑧　重度知的障害者である短時間労働者の数
	人
	人
	人

	⑨　計

【⑥の(3)＋(6)＋(7)＋⑦＋⑧】
	人
	人
	人

	⑩　雇用率

（⑨÷⑤×100）
	％
	


注１　常用雇用労働者の数等については、１月１日から３月３１日までの申請又は報告にあっては１月１日現在、４月１日から６月３０日までの申請又は報告にあっては４月１日現在、７月１日から９月３０日までの申請又は報告にあっては７月１日現在、１０月１日から１２月３１日までの申請又は報告にあっては１０月１日現在の人数を記載してください。

２　事業所とは、本店と地理的に独立した場所にあり、継続して事業を営むものをいいます。なお、本店も１事業所としてください。

３　事業の内容は、事業所毎の主たる事業内容を記載してください。







